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第１号議案 

 

「職員等の確保等に関する中長期方針」の改定について 

 

（案） 

 

 業務規程第１５条の規定に基づき、本機関における役職員の登用、確保及び

配置・育成に関する中長期的な方針「職員等の確保等に関する中長期方針」に

ついて、機関内での議論を踏まえ、別紙のとおり、変更する。 

以上 

 

(添付資料) 

別紙 「職員等の確保等に関する中長期方針」の改定について 
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「職員等の確保等に関する中長期方針」の
改定について

2022年10月
電力広域的運営推進機関

別紙



2Ⅰ．１．はじめに ー本方針の目的ー

◆ 広域機関は、電気の需給の監視や電気の供給の指示といった広域的運営を推進することを目的として設立された組
織。発足後、容量市場の運営業務の追加、FIT/FIP賦課金管理業務等の追加等が行われ、非常に幅広い役割
を担っている。

◆ 業務の性質から、電力技術や関連制度・政策に関する専門性が求められる職責が多くあるだけでなく、会計や情報
システム等の電力以外の分野の技能、プロジェクトマネジメントなどのスキルや経験、事業者からの独立・中立性と事
業者間の公平性を固く守る倫理観等、職員には多岐にわたる資質が求められる。

◆ 発足当初は国の制度設計ワーキンググループにおいて、本来本機関の職員は中立性確保等の観点から事業者から
の出向者ではなく、プロパー職員を中心に構成すべきと指摘されていた。ただ、近年においては、業務の専門技術性の
高さなども鑑み、大手電力出向者比率の計画的な引き下げ（2025年度に50％目標）としつつも、スキルの高
い職員の確保・プロパー職員のスキル向上の重要性を指摘いただいているところ。

＜背景＞

＜本方針の目的＞

⚫ 価値のある経験・成長を提供できる職場：広域機関でしかできない業務・経験の確保

⚫ 成長の場の提供と適切な対価：適正な評価制度・研修制度・昇給制度

⚫ 職場環境の維持：広域機関の職員として働きやすい職場の維持、ハラスメント対策等の充実

出向者・プロパー職員を問わず、
優秀な職員が集まり、成長し続ける職場である必要がある。

➢ プロパー：活躍と安定が両立する職場環境
➢ 出向元：わざわざ出向させてでも得たい経験等がある職場
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◆国の審議会である広域機関検証WGの取りまとめを受け、広域機関のアクションプランを策定。

＜参考＞組織体制のアクションプラン概要

第299回 電力広域的運営推進機関 理事会（2021年6月2日）第１号議案



4＜参考＞2021年度までの組織改編の概要

◆ 2015年4月に発足以降、広域機関が扱う業務は拡大傾向にある。FIT・FIP交付金管理業務の移
管等2020～2021年度に大きな業務追加があり、組織改編を行うこととなった。

◆具体的には下記のとおり。
① 2022年度から開始となるFIT・FIP関係業務の実施のため、新たに「再生可能エネルギー・国際
部」を設置。

② 2020年度の需給対応に係る各種取り組みなど、組織を横断して企画及び立案を進める必要性が
高まっていることから、各部の所掌にとらわれず公平に全体を支えるため、部の連携をサポートする
「政策調整室」を設置。政策調整室長は事務局長が兼務することとする。

政策調整室

•調整力（・慣性力）・供給力
確保の在り方検討

•各種電源市場の制度設計

•容量市場の運用

•設備側に求めるルールの検討

紛争解決対応室

•電力ネットワークのあるべき姿の
検討・策定

•経済分析・費用対効果分析

•早期系統連系を実現する系統
利用ルールの整備

•供給力確保・需給検証

•需給計画取りまとめ

•需給ひっ迫対応

•連系線管理、作業、停止計画
調整

•広域システムの開発・保守《広
域運用センタ-》需給および系統
の状況の監視・管理

運用部企画部 計画部

広域運用
センター

再エネ・国際部

• FIT賦課金交付・管理業務

• FIP交付・管理業務

•太陽光パネル廃棄積立制度運
用

監査室

理事会（役員）

•バックオフィス業務全般

総務部

会計室

事務局 事務局長＝政策調整室長

•基本的な政策の企画・立案



5＜参考＞組織の概要（変更案）

◆政策調整室は、先々を見据えて組織が抱える課題を整理し、方向性を作り上げ、各部の業務実施状
況を確認する部署（＝事業計画・事業報告を徹底していく）。

◆企画部から容量市場運用業務を移管し、制度を俯瞰してみる部署として企画部を再整理。

◆直近、供給力確保・管理が大きな課題となる。現在の組織では、容量市場担当と供給計画担当は別
部署であるが、円滑な対応のため２部署を統合する。

◆中立性・公平性の観点から、個社情報などを扱う部署にはプロパーを中心に配置する、競争に参加しな
い出向元に限定するなど必要な配慮を行う。

政策調整室

•制度議論の対応全般

•新たな実務につながる
制度議論開始時には
他部をリードして実施。

•担当部署に気づき、方
向感を与えていく。

紛争解決対応室

•既存実務の遂行

•制度変更が生じるとき、実務的に機能するように環境・ルールを整える

運用部企画部 需給計画部

広域運用
センター

再エネ・国際部

•国際機関との関係性構築・情報発
信、制度等の調査

監査室

理事会（役員）

•バックオフィス業務全般

総務部

会計室

情報システム室

事務局

容量市場
運用センター

中長期

（設備計画、系統計画、

電源入札、・・・）

短期

（実運用：エリア間融通、
モニタリング）

•再エネ特措法に規定される広域機
関が実施する業務の遂行
（FIT/FIP/パネル廃棄積立）

個社情報取扱は
考慮が必要

系統計画部

脱炭素オークション
直流送電 ルール変更に伴う

運用実施

個社情報取扱は
考慮が必要



6＜参考＞関係規程の整理

◆現行の関係規程は下記のとおり。

電力広域的運営推進機関 業務規程

（専門的知見を有する者及び女性の積極的登用）
第１２条 本機関は、弁護士、会計士及び送配電等業務の運用に関する専門的な知見を有する者を役員又は職員として常に確保し、

業務運営上の適切な助言を得る。
２ 本機関は、役員及び職員の確保に当たり、女性を積極的に登用する。

（職員の確保）
第１３条 本機関は、業務遂行に必要な能力、多様な知識及び経験を有する十分な数の職員を確保する。
２ 前項の職員の確保は、期間の定めのない雇用、有期雇用又は出向者の受入れ等により行う。
３ 本機関は、期間の定めのない雇用及び有期雇用により職員を採用するときは、本機関のウェブサイト等で人材要件を告知す
る等、透明、公正な手段により行う。

４ 本機関は、出向者の受け入れにより職員を確保するときは、出向者が、その出向元から、圧力又は働きかけその他の不当な
影響を受けることのないよう、出向協定書等において必要な取決めを行うとともに、出向者に対する人事評価を適切に行う。

（職員の配置）
第１４条 本機関は、次の各号に掲げる事項を踏まえ、職員の配置を行う。
一 業務の円滑な遂行及び本機関の組織の活性化に資すること
二 各人の雇用形態、能力、知識及び経験を十分に勘案すること
三 監事及び監査室が、独立的な立場から効果的な監査を実施できること
四 調査及び研究の業務が、高い水準で継続的に実施できること
２ 本機関は、出向者を職員として配置するときは、次の各号に努めるものとする。
一 同一の事業者区分からの出向者が特定の業務に著しく偏ることがないようにすること
二 多様な職種の経験者を各部等に偏りなく配置すること
３ 本機関は、期間の定めのない雇用又は有期雇用により採用した職員を各部等に偏りなく配置するよう努める。

（職員等の確保等に関する中長期方針）
第15条 本機関は、前3条を踏まえ役職員の登用、確保及び配置・育成に関する中長期的な方針を定期的に定める



7＜参考＞関係規程の整理

◆現行の関係規程は下記のとおり。

電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立の認可の基準について
１．定款に記載されている内容について、業務の運営が公正かつ適正に行われることが確実であると認められることの基準
（１）～（３） （略）
（４）
① 役員に関する次に掲げる事項

イ～ハ （略）
ニ 電気事業者の役職員であった者が役員となる場合、上記（２）③の各グループから１人ずつ役員を選出する旨及び当該役員は、各グループ
の利害にかかわらず、中立的でなければならない旨
ホ・ヘ （略）

（５） （略）

電力広域的運営推進機関 定款
第４章 役員
（役員の職務及び権限等）
第２９条 理事長は、特定の会員又は会員と密接な関係を有する事業者又は会員に関する特定の団体の利益を代表する立場でない者が就任し、本
機関を代表するとともにその業務を総理する。
２ 理事は、理事長を補佐して業務を管掌し、理事会であらかじめ定める順序により、理事長に事故があるときはその職務を代理し、理事長が欠員のと
きはその職務を行う。
３ 第２４条第１項各号に掲げるグループに属する事業者の役職員であった者が理事となるときは、各グループに属する事業者の役職員であった者
から１名ずつ理事を選任しなければならず、同一の事業者又は兼業者の役職員であった者から２名以上、本機関の理事を選任してはならない。

４～７ （略）

（議決権の配分）
第２４条 会員の議決権は、議決権を有する会員を次の各号に掲げるグループに分類した上で、各グループの議決権の総数が等しくなるよう配分する。

一 送配電事業者グループ（一般送配電事業者、送電事業者、配電事業者又は特定送配電事業者である者）
二 小売電気事業者グループ（小売電気事業者又は登録特定送配電事業者である者）
三 発電事業者グループ（発電事業者又は特定卸供給事業者である者）

２～６ （略）



8Ⅰ．２．構成の変更

＜目次（現行）＞

I. はじめに

II. 職員等の確保等に関する中長期の方向性

1. 専門的知見を有する者の確保：弁護士等のリーガル
スタッフ、会計士、送配電等業務の運用に関する専門的な知
見を有する者の積極的な採用、シニア人材の活用、新卒採用
の実施

2. 女性の積極的登用：制度・環境の整備、意識啓発、
女性の積極的採用・登用・数値目標

3. その他必要な能力等を有する職員の確保

4. 職員のプロパー化の考え方

5. 職員の配置、育成

III. 中長期方針の見直し

I. はじめに

II. 職員等の確保等に関する中長期の方向性

1. 広域機関でしかできない業務・経験

2. プロパー・出向者比率の数値目標

3. 採用計画 ※女性の積極的登用はこちらに記載

4. 適正な評価制度・研修制度・昇級制度

①職員

②役員

5. 職場環境の維持

III. 中長期方針の見直し

＜目次（変更案）＞

◆ 現行の方針は、広域機関の職員の方向性をプロパー化主軸にし、専門的知見を有する職員をどのよう
に人材を確保していくかについて主に記載をしている。

◆ 国の審議会でも議論があったが、大手電力出向者比率については減少させるべく目標設定がなされたも
のの、他方で、ひっ迫等が頻繁に起きている近年、電力技術の知見がないと務めることが難しい業務が
多くあることについてもお認めいただいており、バランスのとれた職員配置等も含め求められている。

◆ 今回定める中長期方針においては、プロパー出向者問わず活躍できる職場環境が提供できるよう必要
な基盤を整備するための方針を示す。



9Ⅱ．１．広域機関でしかできない業務・経験

◆ 出向元企業にヒアリングを実施したところ、当機関への出向の期待としては「異業種との人材交流」、
「現行制度への理解の深化」等が挙げられた。特に「異業種との人材交流」については、コネクションとして
の価値だけではなく、違う立場の文化を理解し、出向元の業務に活かすことを期待する声が多かった。

◆ 他方、出向の際のハードルを意識する声もあり、当機関の業務の性質上、技術系の職員が多くなるが、
出向元においては、プレス対応や対外説明等は別の職員が行う等の役割分担となっている企業も多く、
広域機関で活躍するために必要なスキルへの不安について発言があった。

◆ 上記を踏まえ、下記を実施する。

➢ 全職員向け研修の提供：法務研修、報道対応研修

➢ 理事長以下職員が自由闊達に議論ができる場（朝練）の提供

広
報

系
統
運
用

設
備

制
度

知見・経験の共有

「場」の提供

＜それぞれの職務の理解の場の提供＞＜広域で必要なスキルの研修＞

法令関連
研修

パワポ
作成研修

コンプライア
ンス研修

コンプライ
アンス研
修

電力技術の
知見・経験

元からのスキル

広域で必要となるスキル

出
向
者



10Ⅱ．２．プロパー・出向者比率の数値目標

◆ 国の審議会での議論を受け、公平性・中立性の観点から、2025年度大手電力出向者比率50％未
満を目標として取り組むこととなった。

◆ 他方、世代間バランスについては、現在、広域機関のプロパー職員数は全体の２割。プロパー職員は、
中間層に該当する年齢の層が薄い状態であり、中途採用を重点的に行う必要がある。

◆ なお、広域機関全体での管理職の割合は３割弱。出向者の管理職は大半が40代～50代前半であり、
プロパーと出向者の管理職の年代のギャップも生じている。

6%
16% 19%

24%

31%

26%
26%

25%

63% 57% 54% 50%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2015年度 2020年度 2022年度 2025年度

大手電力出向者比率の推移
大手電力からの出向者
大手電力以外の出向者
プロパー

0

1

2

3

4

5

6

20~24 25~29 30~34 35~39 40~44 45~49 50~54 55~59 60～

年代別プロパー職員の構成 職員数

担当

管理職



11Ⅱ．３．採用計画

◆ 採用は、機関内で策定される要員計画を元に、人事担当とプロパー管理職を主とした採用チームが中
心となって採用計画を作り、実施する。

◆ 要員計画は、事業計画・中期事業方針を策定していく際に明らかになる、各年度の重点業務を考慮
し、策定。

◆ なお、第５次男女共同参画基本計画において、独立行政法人、特殊法人及び認可法人の管理職に
占める女性の割合については、2025年度末までに18％、役員に占める女性の割合については20％と
する成果目標が設定されている。当機関においても可能な限り早期達成を目指し取り組んでいく。

政策調整室を中心として
事業計画・中期事業方針を作成

事業計画を踏まえた
要員計画

プロパー職員を中心とした採用チーム

要員計画を踏まえ
採用計画を策定

人事担当



12Ⅱ．４．適正な評価制度・研修制度・昇級制度 ①職員

◆ 広域機関の出向者は、本分野の第一線で活躍する職員が多く、プロパー職員にも同等のレベルが求め
られる。そのため、優秀な人材を採用し、育成することが大事。

◆ 特に、中途採用された場合、研修の機会は少なく自力での成長を求めてきた。2022年度以降、プロ
パー管理職が増えてきたこともあり、職員の成長にあわせ、年代別・役職別の研修を計画する。

◆ また、従来、管理職になる以外の昇級はなかったが、職種・人材の多様化に伴い、プロジェクトの推進
を担う「マネジメントコース」、専門性を高める「プロフェッショナルコース」を設定し、職員の特性・希望
及びメンターのアドバイスも踏まえ、各人を配置していくこととする。

◆ 上記を踏まえ、下記を実施する。

➢ プロパー職員向け研修：新卒研修、管理職研修、海外研修、資格取得補助制度（電気技術者資格・TOEIC）等

現行制度：一本道

制度見直し後：複数の職種・成長先が選べる

管理職

担当

管理職候補 管理職 指定職

担当 管理職候補 指定職

or

昇級の際に必要な
研修を規定



13Ⅱ．４．適正な評価制度・研修制度・昇級制度 ①職員

◆ 一部ポストのジョブ型雇用を実施し、採用単価が高いポストについて、任用期間と役割を限定し、市場
比較を実施した上、適切な単価を設定し募集することを検討する。

◆ 前出の昇級の複層化に伴い、職務の等級について、併せて整理を行う。

職務の区分（管理職） 職務の区分（専門職） 等級

1 部長、室長 ●●官 ８級

2 所長、室長、担当部長 専門官、●●担当部長 ６～８級

3 副部長、副所長、副室長、当直長、マネージャー ●●専門職、 ５～７級

4 副マネージャー、副当直長 ４～５級

5 主任（仮）※プロパー限定の呼称 ３～４級

6 一般職員 １～４級

＜職務の等級の新設＞



14Ⅱ．４．適正な評価制度・研修制度・昇級制度 ②役員

◆ 複合的な業務が多い当機関において、組織マネジメントは重要度を増している。そのため、組織マネジメ
ントの状況を適宜適切に見直し、必要に応じて、役員に対しても適切な研修を実施することとする。

◆ 任期の更新は最大10年ではあるが、新陳代謝を行う観点から、６年以上を務める場合は余人をもっ
て代えがたい場合にのみ限定し、また、一定以上の業績を挙げている者のみとする。任期の更新を行う
場合、評議員会で必要な議論を行った上で、総会で決議することとする。

◆ また、過去役員を経験した出向者の再任用は禁止とする。



15Ⅱ．５． 職場環境の維持

◆ 働きやすい職場であることは出向のハードルを下げることにつながり、これは出向者の多い本機関にとって
重要な課題。特に出向者は、出向元職員としてではなく、広域機関の一職員として働いていただく必
要があり、出向元と同程度の環境を維持できることが必要。職場環境には大きく、設備等物理的な観
点、精神的な観点の二面があり、設備面においては、一人当たりの十分な作業スペース、議論しやすい
環境を提供していく。

◆ 精神面においては、ハラスメント防止の対策として、幹部役職員に対し、360度評価を実施し、上席が
実施する業績評価時の参考とし取り入れていくことで職場の質を維持していく。

◆ また、プロパーのモデルケースが少ない本機関において、進路を気軽に相談できる場は重要。その一つとし
て、メンター制度を実施し、プロパー職員の成長を組織として支えていく。



16Ⅲ．中長期方針の見直し

◆ 広域機関の業務は、発足以降増加し続けている。

◆ 定期的な見直しを前提としつつ、大きな組織変更や大規模な業務追加がされるタイミングで見直しを行
うこととする。


